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議 案 第 ５６ 号

（総　　　則）

第 １ 条 令 和 ８ 年 度 河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 業 務 の 予 定 量 ）

第 ２ 条 業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。

⑴

⑵

⑶

⑷

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ３ 条 収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

千円

千円

１,３１８ 千㎥

㎥

主 要 な 建 設 改 良 事 業

公 共 下 水 道 整 備 事 業 ８９,９５１ 千円

第 １ 項 営 業 収 益 １５０,６７３ 千円

第 ２ 項 営 業 外 収 益 ２８１,３８４

令 和 ８ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

整 備 済 人 口 １３,６９４ 人

年 間 有 収 水 量

収　　　　　　　　　　　入

１ 日 平 均 有 収 水 量 ３,６１１

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益 ４３２,０５７
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（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ４ 条

第 ３ 項 予 備 費 １００ 千円

支　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 資 本 的 支 出 ２９２,４３５ 千円

第 １ 項 建 設 改 良 費 千円

企 業 債 償 還 金

１００,４０９

１９１,９２６ 千円第 ２ 項

第 １ 項 企 業 債 １２８,９００ 千円

収　　　　　　　　　　　入

第 １ 款 資 本 的 収 入 １７５,３６１ 千円

第 ２ 項 営 業 外 費 用 ３１,５７５ 千円

第 ３ 項 特 別 損 失 ３００ 千円

損 益 勘 定 留 保 資 金 １ １ ３ ， ８ ５ ６ 千 円 で 補 塡 す る も の と す る 。 ） 。

不 足 す る 額 １ １ ７ ， ０ ７ ４ 千 円 は 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ３ ， ２ １ ８ 千 円 、

４２８,８３９ 千円

第 １ 項 営 業 費 用 ３９６,９６４ 千円

第 １ 款

資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し

第 ２ 項 負 担 金 ５５２ 千円

支　　　　　　　　　　　出

下 水 道 事 業 費 用

千円

第 ４ 項 補 助 金 ３８,５４１ 千円

第 ３ 項 他 会 計 出 資 金 ７,３６８
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（ 債 務 負 担 行 為 ）

第 ５ 条

（ 企 業 債 ）

第 ６ 条 起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

年賦又は半年
賦元利均等、
元金均等償
還、満期一括
償還又は当初
の借入額の３％
以上を毎半期
ごとに償還

その他資金区分

40
左記の条件の範囲
内において借入先
に融通条件がある場
合その条件に従うこ
とができる。
ただし、財政の都合
により償還期間を短
縮し、若しくは繰上
償還又は借換えるこ
とができる。

起債の
方法

78,400

40,100

20

期　　　　　間

借入実行日から返済日まで

償還方法

河 南 町 水 洗 便 所 改 造 資 金
融 資 あ っ 旋 に 伴 う 損 失 補 償

普通貸借
（証書借
入）又は
証券発行

政府

地方公共団
体金融機構

その他

償 還 の 方 法

資 本 費 平
準 化 事 業

限　度　額

回 収 不 能 元 金 及 び そ の 延 滞 利 息

債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

事　　　　　　　項

10,400

計

起債の目的

流域下水道事業

限度額

（千円）
償還期限 据置期間
（年以内） （年以内）

利　　率

（％以内）

              5

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府及び地
方公共団体金融機構資
金について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

5

3

540公共下水道事業

128,900
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（ 一 時 借 入 金 ）

第 ７ 条

（ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）

第 ８ 条

⑴

⑵

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）

第 ９ 条

⑴

（ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）

第 １０ 条 営 業 助 成 の た め の 補 助 金 と し て 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は １ ３ ０ ， ２ ９ ９ 千

円 で あ る 。

次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ

以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。

第３条予算内での各項間の流用

第４条予算内での各項間の流用

一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 １ ２ ８ ， ９ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。

２ １ ， ０ ５ ９

河　南　町　長　　　　森　　田　　昌　　吾

千 円

令 和 ８ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

職 員 給 与 費

予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。
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　 ⒋ 雑 収 益 １ その他雑収益

１３０,２９９ 一般会計補助金

⒊ 長 期 前 受 金 戻 入 １４６,６２６ 減価償却費等に見合う長期前受金の収益化

⒉ 補 助 金 ４,４５８ 社会資本整備総合交付金等

⒉ 営 業 外 収 益 ２８１,３８４

⒈ 他 会 計 補 助 金

⒈ 下 水 道 使 用 料 １４２,８７０ 下水道使用料

⒊ そ の 他 営 業 収 益 ６０ 事務等取扱手数料

⒉ 雨 水 処 理 負 担 金 ７,７４３ 雨水処理負担金

⒈ 下 水 道 事 業 収 益 ４３２,０５７

⒈ 営 業 収 益 １５０,６７３

令 和 ８ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考
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固定資産の減価償却費

⒉ 消 費 税 及 地 方 消 費 税 １００ 消費税及地方消費税

⒊ 特 別 損 失 ３００

過年度分の下水道使用料還付等過 年 度 損 益 修 正 損 ３００⒈

企 業 債 取 扱 諸 費

⒉ 営 業 外 費 用 ３１,５７５

⒈ 支 払 利 息 及 び ３１,４７５ 企業債等に対する利息

金に要する費用

流域下水道の維持管理に要する費用

⒎ 資 産 減 耗 費 ３８１ 固定資産の除却費

管 理 費 負 担 金

⒍ 減 価 償 却 費 ２６０,１０１

⒌ 流 域 下 水 道 維 持 ７６,２９５

業 務 費 １８,６３１ 下水道使用料等徴収業務に要する費用

⒋ 総 係 費 １３,８２４ 事業活動の全般に関連する費用並びに料金の調定、集

⒈ 下 水 道 事 業 費 用 ４２８,８３９

⒈ 営 業 費 用 ３９６,９６４

⒈ 管 渠 費 ２７,２８２ 管路の維持管理に要する費用

水洗化普及促進対策に要する費用

⒊

⒉ 普 及 指 導 費 ４５０

支 出 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考
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７,３６８

⒈ 国 庫 補 助 金 ３８,５４１ 社会資本整備総合交付金

⒈ 受 益 者 負 担 金 ５５２ 受益者負担金

⒊ 他 会 計 出 資 金

⒈ 他 会 計 出 資 金 ７,３６８ 一般会計出資金

⒋ 補 助 金 ３８,５４１

⒉ 負 担 金 ５５２

⒉ 資 本 費 平 準 化 債 資本費平準化債７８,４００

１２８,９００

⒈ 建 設 企 業 債 建設改良事業にともなう企業債

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

⒈ 資 本 的 収 入 １７５,３６１

⒈ 企 業 債

５０,５００

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出
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流 域 下 水 道 建 設 費

１９１,９２６⒉ 企 業 債 償 還 金

⒈ 企 業 債 償 還 金 １９１,９２６

⒈ 建 設 改 良 費 １００,４０９

⒈ 予 備 費 １００ 予備費

⒈

企業債元金の償還金

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

１０,４５８ 流域下水道の建設改良にともなう負担金

⒈ 資 本 的 支 出 ２９２,４３５

⒊ 予 備 費 １００

公共下水道整備事業費 ８９,９５１ 施設等の改良に要する費用

⒉

支 出 （ 単 位 ： 千 円 ）
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建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １２８,９００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １９１,９２６
他会計からの出資による収入 ７,３６８

資金期末残高 ７,０２４

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５５,６５８

資金増加額 △
資金期首残高 ８,３５８

１,３３４

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ５８,１９８
他会計負担金等による収入 ５０２

有形固定資産の取得による支出 △ ８４,２３０

国庫補助金等による収入 ３５,０３７
無形固定資産の取得による支出 △ ９,５０７

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △ ３１,４７５
業務活動によるキャッシュ・フロー １１２,５２２

小　計 １４３,９９７

未収金の増減額（△は増加） △ ４,１８８
未払金の増減額（△は減少） １,８１８

支払利息及び企業債取扱諸費 ３１,４７５
長期前受金戻入額 △ １４６,６２６

賞与引当金の増減額（△は減少） ４６
法定福利費引当金の増減額（△は減少） １４

当期純利益又は当期純損失（△） ４７７
減価償却費 ２６０,１０１

令 和 8 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 ８ 年 4 月 1 日 か ら 令 和 ９ 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

退職給付引当金の増減額（△は減少） ４９９
固定資産除却費 ３８１
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3,533 0 4,117 7,650

令 和 ８ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

⒈ 総 括

区　　　　　　　分
職 員 数 （ 人 ） 給　　　　　与　　　　　費　　（　千　円　） 法定福利費 合　　計

特 別 職 一 般 職 （ 千 円 ）報  酬 給  料 賃  金 手  当 計 （ 千 円 ）

3.0 0 9,903 0 7,990 17,893

1,338 8,988

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 2.0 0 6,370 0 3,873 10,243 1,828 12,071

本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1.0 0

3,166 21,059

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1.0 0 3,345

9,675 1,715 11,390

0 3,378 6,723 1,173 7,896

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 2.0 0

度 合             計 0

度 合             計 0 3.0 0 9,424

6,079 0 3,596

188 0 739 927 165 1,092

0 6,974 16,398 2,888 19,286

277 568 113 681

合             計 0 0 0 479 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 291 0

1,016 1,495 278 1,773

（ 単 位 ： 千 円 ）

手当の内訳

区     分 扶養手当 地域手当 管理職手当

比
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0

退職給付費

本 年 度 312 1,125 0 168 248 0 4,397 1,241

住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

502 85

期末勤勉
手       当

時間外勤務
手          当

児童手当

0 499

前 年 度 397 890 0 0 172 0 3,895 1,156 0 464

比     較 △ 85 235 0 168 76 0 0 35



給与改定に （令和７年度当初予算の「現員」に係る 給与改定状況
伴う増減分 給料の改定率　

分）×給料改定率 実施時期 令和７年４月

　実施時期 令和８年４月
2. その他の増 ６４１千円 新陳代謝等に係る増減分

減分 ０円

その他 ６４１千円

　通勤手当 自動車等の使用距離に応じた支給額の増

駐車場代（上限3,000円/月）の支給

１６１千円 給与改定の状況
伴う増減分 地域手当 １０２千円 　期末勤勉手当 ４．６月→４．６５月

　地域手当 １０％→１１％
通勤手当 　扶養手当
扶養手当 ３６千円

配偶者△３千円/月、子+１．５千円/月７６千円

手　　　　当 １，０１６千円 1. 制度改定に ３７５千円 期末勤勉手当

比　 較 ０ 人 ０ 人 ０ 人
前年度 ２ 人 １ 人 ３ 人

計
１０１千円 する職員数

本年度 ２ 人 １ 人 ３ 人

減分 ０円
(2) その他 現に在職 その他

3. その他の増 １０１千円 (1) 新陳代謝等に伴う増減分 職員の異動状況

平均昇給率
増減分 １ ． ７ ％

備　　　　　　　　　　　　　考

給　　　　料 ４７９千円 1. ２６０千円
給料計上額－退職した者に係る計上 ３．９％

⒉ 給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区　　　　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　明

2. 昇給に伴う １１８千円 昇給間差額×１２月
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令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在

※　構成比は小数点第２位以下四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合がある。

１ 級 ０   ―
２ 級 ０   ―
３ 級 ２ ６６．７

計 ３ １００．０

４ 級 １ ３３．３
５ 級 ０   ―
６ 級 ０   ―
７ 級 ０   ―

令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在

１ 級 １
２ 級 ０   ―
３ 級 ２ ６６．７
４ 級

７ 級 ０   ―
計 ３ １００．０

０   ―
５ 級 ０   ―
６ 級 ０   ―

区　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

平 均 年 齢 ３２歳４月

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平 均 給 料 月 額 ２６０，９００円
平 均 給 与 月 額 ３０１，４２８円
平 均 年 齢 ３１歳４月

令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平 均 給 料 月 額 ２７４，２６７円

３３．３

２１３，１００円
２３７，６００円

⒊ 給 料 及 び 手 当 の 状 況
⑴ 職 員 １ 人 当 た り 給 与 ⑵ 初 任 給

平 均 給 与 月 額 ３２３，５８９円 高   校   卒

区　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　分

大   学   卒

一 般 行 政 職
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職
２３７，６００円
２１３，１００円

　　　　※再任用（短）職員含む。

⑶ 級 別 職 員 数



（ 支 給 率 等 ）

・定年前早期退職

一般会計の制度
同 同 同 同 同

支 給 率 等 ２ ４ ． ５ ８ ６ ８ ７ ５ ３ ３ ． ２ ７ ０ ７ ５ ４ ７ ． ７ ０ ９ ４ ７ ． ７ ０ ９
・退職手当の調整額

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） 加算措置等

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

⑸ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

本 年 度 ２ ．３ ２ ５ ２ ．３ ２ ５ ４ ．６ ５ ０ 有

前 年 度 ２ ．３ ０ ０ ２ ．３ ０ ０ ４ ．６ ０ ０ 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

職制上の段階、職務の級等による加算措置
６ 月 （ 月 分 ） １ ２ 月 （ 月 分 ） （ 月 分 ）

一般会計の制度 ２ ．３ ２ ５ ２ ．３ ２ ５ ４ ．６ ５ ０ 有

一 般 行 政 職 定型的な業
務を行う職
務

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う
職務

主任、主査
又はこれに
相当する職
務

係長、副主
幹又はこれ
に相当する
職務

課長補佐、
主幹又はこ
れに相当す
る職務

課長、副理
事又はこれ
に相当する
職務

部長、理事
又はこれに
相当する職
務

⑷ 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

（級別の基準的な職務内容）

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級
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住　　居　　手　　当 同 無

通　　勤　　手　　当 同 無

区　　　　　　　　　分 一 般 会 計 と の 制 度 の 異 同 差 異 の 内 容

扶　　養　　手　　当 同 無

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ 令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ） ０ ％

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 無

⑻ そ の 他 の 手 当

※再任用（短）職員含む。

⑺ 特 殊 勤 務 手 当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ％

支 給 率 １１ ％

支 給 対 象 職 員 数 ３ 人

一 般 会 計 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 １１ ％

⑹ 地 域 手 当

支 給 対 象 地 域 全 地 域
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営 業 収 益
河南町水洗便所改造資
金融資あっ旋に伴う損
失補償

回収不能元金及
びその延滞利息

借入実行日から
返済日まで

回収不能元金及
びその延滞利息

― ―

令 和 ８ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（ 単 位 ： 千 円 ）

事　　　　　項 限 　度 　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左の財源内訳
期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額
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1. 営　業　収　益
（１） １３１,３４８
（２） ５,１８５
（３） ６０ １３６,５９３

2. 営　業　費　用
（１） ４４,８２９
（２） ４４５
（３） １７,７６４
（４） １７,５５１
（５） ７８,１８８
（６） ２６０,１８４
（７） ６０８ ４１９,５６９

営　業　損　失

3. 営　業　外　収　益
（１） １５１,５８０
（２） １７,５０２
（３） １４６,７６２
（４） １ ３１５,８４５

4. 営　業　外　費　用
（１） ３０,８８８
（２） １,９４４ ３２,８３２

経　常　利　益

5. 特　別　損　失
（１） ３７ ３７ △

当年度純利益
前年度繰越利益剰余金
当年度未処分利益剰余金 ２,５５０

過 年 度 損 益 修 正 損 ３７

普 及 指 導 費
業 務 費

減 価 償 却 費

総 係 費
流域下水道維持管理費負担金

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出 ２８３,０１３

令 和 ７ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書
（ 令 和 7 年 4 月 1 日 か ら 令 和 8 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）

下 水 道 使 用 料
雨 水 処 理 負 担 金
そ の 他 営 業 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

管 渠 費

雑 収 益

０
２,５５０

３７

補 助 金

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

２８２,９７６

- 16 -



1.
（１）

イ ８,０７８,４７８
△ １,６７６,２９３ ６,４０２,１８５

ロ ２３６,０８６
△ １１３,７０９ １２２,３７７

６,５２４,５６２
（２）

イ ２１２,０８９
ロ ２６

２１２,１１５
６,７３６,６７７

2.
（１） ８,３５８
（２） ４０,８９０

△ ４８６ ４０,４０４
４８,７６２

６,７８５,４３９

3.
（１）

イ ２,４４３,７９６

（２）
イ ４,６９４

４,６９４
２,４４８,４９０固 定 負 債 合 計

充 て る た め の 企 業 債
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金
引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に

未 収 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

令 和 ７ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 令 和 8 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（ 単 位 ： 千 円 ）
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産
現 金 預 金
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4.
（１）

イ １９１,９２６

（２） ３３,４２８
（３）

イ １,３５２
ロ ２６４

１,６１６
（４） ７０

２２７,０４０
5.

（１） ４,７６４,９９５
△ １,１０２,６５２

３,６６２,３４３
６,３３７,８７３

6.
（１） １９７,０７６
（２） ２４７,９１４

４４４,９９０ ４４４,９９０
7.

（１）
イ ２６

２６
（２）

イ ２,５５０
２,５５０

２,５７６
４４７,５６６

６,７８５,４３９

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金
他 会 計 補 助 金

繰 入 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

未 払 金
引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

固 有 資 本 金
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重要な会計方針に係る事項
地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

構築物
機械及び装置

無形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

施設利用権
リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「下水道企業職員の退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年

度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額
は１，９２５千円である。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

⑵
①

②

③

⑶
①

④

７ ～ ２０ 年
②

４５ 年
③

５０ 年

令　和　７　年　度　注　記　表

1

⑴
①
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予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は１，６０７，７９０千円である。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
その他の注記

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金２千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，４７７千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金２８８
千円を使用する。

3

①
⑶

①

①
4

⑴
①

⑵

2
⑴

⑴

①
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1.
（１）

イ ８,１６２,７０８
△ １,９０５,６６０ ６,２５７,０４８

ロ ２３５,７０５
△ １３０,３４７ １０５,３５８

６,３６２,４０６
（２）

イ ２０７,５００
ロ ２６

２０７,５２６
６,５６９,９３２

2.
（１） ７,０２４
（２） ４５,０７８

△ ４８６ ４４,５９２
５１,６１６

６,６２１,５４８

3.
（１）

イ ２,３８７,９３０

（２）
イ ５,１９３

５,１９３
２,３９３,１２３

充 て る た め の 企 業 債
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金
引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

令 和 ８ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 令 和 9 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（ 単 位 ： 千 円 ）
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額
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4.
（１）

イ １８４,７６５

（２） ３５,２４７
（３）

イ １,３９８
ロ ２７８

１,６７６
（４） ７０

２２１,７５８
5.

（１） ４,８００,５３４
△ １,２４９,２７８

３,５５１,２５６
６,１６６,１３７

6.
（１） １９７,０７６
（２） ２５５,２８２

４５２,３５８ ４５２,３５８
7.

（１）
イ ２６

２６
（２）

イ ３,０２７
３,０２７

３,０５３
４５５,４１１

６,６２１,５４８

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

他 会 計 補 助 金
資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

繰 入 資 本 金
固 有 資 本 金

繰 延 収 益 合 計
収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金
賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金
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重要な会計方針に係る事項
地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

構築物
機械及び装置

無形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

施設利用権
リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「下水道企業職員の退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年

度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額
は２，０４２千円である。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。①
⑶

５０ 年

③

７ ～ ２０ 年
②

⑵
①

②

③

④

令　和　８　年　度　注　記　表

1

⑴

４５ 年

①

- 23 -



予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は１，６８７，６８９千円である。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
その他の注記

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金１千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，３５２千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金２６４
千円を使用する。

⑵
①

⑶
①

3
⑴

①

⑴
①

4

2
⑴

①
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予　 算　 参　 考　 資　 料



 

 

 

令和５年度 健全化判断比率資料 

 

河  南  町 

HIT11036
テキストボックス

HIT11036
テキストボックス



予　定　額
（千円）

1．下水道事業収益 ４３２,０５７

1．営 業 収 益 １５０,６７３

1．下 水 道 使 用 料 １４２,８７０

下 水 道 使 用 料 １４２,８７０

2．雨水処理負担金 ７,７４３

雨水処理負担金 ７,７４３

3．そ の 他 営 業 収 益 ６０

手 数 料 ６０

2．営 業 外 収 益 ２８１,３８４

1．他 会 計 補 助 金 １３０,２９９

一般会計補助金 １３０,２９９

2．補 助 金 ４,４５８

補 助 金 ４,４５８

3．長期前受金戻入 １４６,６２６

国 庫 補 助 金 ４１,９４０

府 補 助 金 ２,４６３

受贈財産評価額 ６４,９５４

他 会 計 補 助 金 ２６,０８６

工 事 負 担 金 １１,１８３

4．雑 収 益 １

そ の 他 雑 収 益 １ その他雑収益 １,０００ 円

受贈財産評価額 ６４,９５４,０００ 円

国庫補助金 ４１,９４０,０００ 円

府補助金 ２,４６３,０００ 円

他会計補助金 ２６,０８６,０００ 円

工事負担金 １１,１８３,０００ 円

円

雨水処理負担金 ７,７４３,０００ 円

一般会計補助金 １３０,２９９,０００

１４２,８７０,０００ 円下水道使用料

社会資本整備総合交付金等 ４,４５８,０００ 円

令 和 ８ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

収　　益　　的　　収　　入

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

事務等取扱手数料 ６０,０００ 円

- 25 -



予　定　額
（千円）

1．下水道事業費用 ４２８,８３９

1．営 業 費 用 ３９６,９６４

1．管 渠 費 ２７,２８２

備 消 品 費 １２８

燃 料 費 １８

光 熱 水 費 １,５５０

通 信 運 搬 費 ３９４

委 託 料 １０,９０２

手 数 料 １５

賃 借 料 ９５

修 繕 費 ４,０００

材 料 費 ２５０

研 修 費 ３８

下水道台帳システム保守 ２４２,０００ 円

　　　計 ４,０００,０００ 円

補修用原材料 ２５０,０００

施設等修理 ３,０００,０００ 円

円

研修費 ３８,０００ 円

管渠等補修 １,０００,０００ 円

　　　計 １０,９０２,０００ 円

機械器具 ９５,０００ 円

計量器定期検査 １５,０００ 円

施設管理 ７,３１５,０００ 円

水質検査 ４６８,０００ 円

　　　計 ３９４,０００ 円

積算システム機器保守 ３３０,０００ 円

電話料 ２１７,０００ 円

回線利用料 １７７,０００ 円

公用車ガソリン １８,０００ 円

電気料 １,５５０,０００ 円

事務用品等 １２８,０００ 円

収　　益　　的　　支　　出

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

下水道住宅地図更新委託 ２,５４７,０００ 円
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予　定　額
（千円）

負 担 金 ９,８９２

南河内4市町村下水道事務広域化事業負担金

2．普 及 指 導 費 ４５０

備 消 品 費 ５０

補 償 金 ４００

3．業 務 費 １８,６３１

報 償 費 ４１

印 刷 製 本 費 ５５

通 信 運 搬 費 ２４

委 託 料 １８,５１１

4．総 係 費 １３,８２４

給 料 ３,５３３

職 員 手 当 等 ２,０９５

賞与引当金繰入額 １,５２３

　　　計 ２,０９５,０００ 円

賞与引当金 １,５２３,０００

時間外勤務手当 ６２２,０００ 円

円

期末手当 ５７７,０００ 円

勤勉手当 ５０７,０００ 円

円

使用料徴収事務 １８,５１１,０００ 円

職員　１．０人 ３,５３３,０００ 円

地域手当 ３８９,０００

納付書等印刷 ５５,０００ 円

郵便料 ２４,０００ 円

５０,０００ 円

損失補償金 ４００,０００ 円

受益者負担金納期前納 ４１,０００ 円

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

積算システム負担金 ４４９,０００ 円

９,４４３,０００ 円

　　　計 ９,８９２,０００ 円

下水道PR用
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予　定　額
（千円）

退 職 給 付 費 ４９９

法 定 福 利 費 １,０３６

法 定 福 利 費 ３０２

引 当 金 繰 入 額

旅 費 ８１

備 消 品 費 ６１

燃 料 費 １２

委 託 料 １,０３７

手 数 料 ２２

賃 借 料 ３,２１４

負 担 金 ２９５

３９６,０００ 円

下水道受益者負担金システム賃貸料 １,６２４,０００ 円

円

下水道受益者負担金システム保守委託料

法定福利費引当金

　　　計 １,０３７,０００

１２,０００ 円

円

５３,０００ 円

　　　計 ６１,０００

公用車ガソリン

円

円　　　計 ２９５,０００

庁舎維持負担金 ２３５,０００ 円

電子計算器使用負担金 ６０,０００ 円

２３５,０００ 円

事務用品等 ８,０００ 円

図書

口座振込手数料

　　　計 ３,２１４,０００ 円

公営企業会計システム利用料 １,３５５,０００ 円

公営企業会計事務支援等 ６４１,０００

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

８１,０００ 円

普通旅費 ２７,０００ 円

特別旅費 ５４,０００ 円

　　　計

４９９,０００ 円

共済組合負担金 １,０３６,０００ 円

３０２,０００ 円

退職給付引当金

２２,０００ 円

公用車借上料
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予　定　額
（千円）

会 費 負 担 金 ９８

保 険 料 １５

貸倒引当金繰入額 １

5．流 域 下 水 道 維 持 ７６,２９５

管 理 費 負 担 金 負 担 金 ７６,２９５ 大和川下流流域下水道維持管理等負担金

6. 減 価 償 却 費 ２６０,１０１

有 形 固 定 資 産 ２４６,００５

減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産 １４,０９６

減 価 償 却 費

7. 資 産 減 耗 費 ３８１

固定資産除却費 ３８１

2. 営 業 外 費 用 ３１,５７５

1. 支 払 利 息 及 び ３１,４７５

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息 ３１,３１６

借 入 金 利 息 １５９

無形固定資産減価償却費

　　　計 ９８,０００ 円

構築物

７６,２９５,０００

公用車任意保険

１４,０９６,０００ 円

機械及び装置 １３,５９２,０００ 円

　　　計 ２４６,００５,０００ 円

２３２,４１３,０００ 円

円

３１,３１６,０００ 円

円

現債額に対する利息

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

貸倒引当金繰入額 １,０００ 円

大阪府下水道協会会費 ７,０００

日本下水道協会会費 ８１,０００ 円

１５,０００ 円

円

大阪府下水道事業促進協議会会費 １０,０００ 円

固定資産除却費 ３８１,０００ 円

一時借入金に対する利息 １５９,０００
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予　定　額
（千円）

2. 消 費 税 及 １００

地 方 消 費 税 消 費 税 及 １００

地 方 消 費 税

3. 特 別 損 失 ３００

1. 過年度損益修正損 ３００

過年度損益修正損 ３００

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

過年度下水道料金の還付等 ３００,０００ 円

消費税及地方消費税 １００,０００ 円
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予　定　額
（千円）

1．資 本 的 収 入 １７５,３６１

1．企 業 債 １２８,９００

1．建 設 企 業 債 ５０,５００

流域下水道事業債 １０,４００

公共下水道事業債 ４０,１００

2．資本費平準化債 ７８,４００

資本費平準化債 ７８,４００

2．負 担 金 ５５２

1．受 益 者 負 担 金 ５５２

受 益 者 負 担 金 ５５２

3．他 会 計 出 資 金 ７,３６８

1．他 会 計 出 資 金 ７,３６８

一般会計出資金 ７,３６８

4．補 助 金 ３８,５４１

1．国 庫 補 助 金 ３８,５４１

国 庫 補 助 金 ３８,５４１ ３８,５４１,０００ 円

７,３６８,０００ 円

社会資本整備総合交付金

受益者負担金 ５５２,０００ 円

一般会計出資金

１０,４００,０００ 円

公共下水道整備事業債 ４０,１００,０００ 円

資　　本　　的　　収　　入

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

資本費平準化債 ７８,４００,０００ 円

大和川下流流域下水道事業債
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予　定　額
（千円）

1．資 本 的 支 出 ２９２,４３５

1．建 設 改 良 費 １００,４０９

1．公 共 下 水 道 ８９,９５１

整 備 事 業 費 給 料 ６,３７０

職 員 手 当 等 ３,８７３

法 定 福 利 費 １,８２８

旅 費 ２４

備 消 品 費 １７２

燃 料 費 ６５

印 刷 製 本 費 ３０

通 信 運 搬 費 ２７

勤勉手当 ８８３,０００ 円

　　　計 １７２,０００ 円

事務用品等 １００,０００ 円

普通旅費

３,８７３,０００ 円

共済組合負担金 １,８２８,０００ 円

２４,０００ 円

　　　計

６５,０００ 円

文具及び消耗器材 ７２,０００ 円

図面等焼付 ３０,０００ 円

郵便料 ２７,０００ 円

公用車ガソリン等

通勤手当 ２４８,０００ 円

時間外勤務手当 ６１９,０００

扶養手当 ３１２,０００ 円

円

地域手当 ７３６,０００ 円

住居手当 １６８,０００ 円

職員　２．０人 ６,３７０,０００ 円

期末手当 ９０７,０００ 円

資　　本　　的　　支　　出

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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予　定　額
（千円）

委 託 料 １,９９９

補 償 費 １４,１８８

工 事 請 負 費 ６１,３７５

2．流 域 下 水 道 １０,４５８

建 設 費 負 担 金 １０,４５８

2．企 業 債 償 還 金 １９１,９２６

1．企 業 債 償 還 金 １９１,９２６

企 業 債 償 還 金 １９１,９２６

3．予 備 費 １００

1．予 備 費 １００

予 備 費 １００ 予備費 １００,０００ 円

施設改良工事 ３２,２５５,０００ 円

　　　計 ６１,３７５,０００ 円

現債額に対する償還元金 １９１,９２６,０００ 円

大和川下流流域下水道負担金 １０,４５８,０００ 円

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

大宝交差点内測量設計業務委託 １,９９９,０００ 円

支障物件移転補償費 １４,１８８,０００ 円

管渠築造工事 ２９,１２０,０００ 円
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